
 

平成 28 年 4 月 1 日 

会 社 名  株 式 会 社  島  根  銀  行 

代 表 者 名  取締役頭取  山 根 良 夫 

コ ー ド 番 号  7150（東証第一部） 

本 店 所 在 地  松江市東本町二丁目 35 番地 

問い合わせ先  総合企画グループ 森脇、高瀬 

  （ＴＥＬ 0852-24-1239） 

 

中期経営計画中期経営計画中期経営計画中期経営計画「「「「次次次次のののの 100100100100 年年年年にににに向向向向かってかってかってかって」」」」    

～～～～自主独往路線自主独往路線自主独往路線自主独往路線をををを堅持堅持堅持堅持してのしてのしてのしての地方創生地方創生地方創生地方創生へのへのへのへの貢献貢献貢献貢献～～～～のののの策定策定策定策定についてについてについてについて    

 

島根銀行（頭取 山根良夫）では、平成 28 年 4 月から平成 31 年 3 月までの 3 年間を計画期間

とする新中期経営計画を策定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1.1.1.1.新中期経営計画新中期経営計画新中期経営計画新中期経営計画のののの策定策定策定策定にあたってにあたってにあたってにあたって    

平成 28 年度において、当行は新本店の竣工を予定しており、新たなステージを迎えます。これ

まで長年培ってきた地域密着の金融サービスを更に深化させ、地域社会の発展に貢献してまい

ります。 

新中期経営計画では、創業の原点（逼迫した庶民金融への貢献、産業の振興）を再確認のう

え、経営理念の下、次の 100 年に向かって、継続しての「人材の強化」「組織の強化」「営業の強

化」「財務の強化」の 4 本柱の取組みにより、経営ビジョンの実現を目指します。  

 

人材の強化 

 

①実践力ある人材の育成   ②コミュニケーション能力の向上 

③女性・若手行員の活躍促進 ④コンプライアンス意識の醸成    

 

組織の強化 

 

①内部管理態勢の充実   ②社会的弱者・金融犯罪に対する適切な対応 

③危機管理態勢の充実   ④企業イメージの向上    

 

営業の強化 

 

①経営資源の集中投下による経営体制の強化  ②事業取引の対応強化 

③個人取引の対応強化   ④役務取引の対応強化    

 

財務の強化 

 

①自己資本の充実      ②信用コストの抑制  

③有価証券の適切なポートフォリオの構築  ④統合的リスク管理の高度化    

 

2.2.2.2.計画期間計画期間計画期間計画期間    

平成 28 年 4 月～平成 31 年 3 月（3 年間）    

※計画の詳細につきましては、別紙をご参照ください。 

以 上 



1. 中期経営計画「次の100年に向かって」 概要図
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2.経営戦略の具体① 【人材の強化】

・教育による意識改革、自己規律意識の醸成により、倫理観の向上を図る。

・不祥事への耐性強化のため、「未然防止策」と「再発防止策」について従前の対応等を分

析、評価の上、徹底を図る。

④コンプライアンス意識の醸成

・「女性活躍アクションプラン」に基づき女性の育成強化・管理職への積極登用を行うととも

に、女性の視点・感性による企画立案を促進する。また、働きやすさを向上させるため、仕事

と家庭の両立を実現する。

・若手行員にとって能力をフルに発揮できる魅力ある職場環境を確立する。

・環境に応じた柔軟で積極的な採用活動を実践し、優秀な人材を確保する。

③女性・若手行員の活躍促進

・フェイス・トゥ・フェイスによる顧客とのコミュニケーション能力が一層図れるよう、金融経済

知識の習得や情報収集力の強化に資する研修等を充実する。

・迅速、正確、良質、あたたかいサービスを提供すべく、営業店の接客レベルの向上を図る。

・円滑な事業運営を行うため、迅速で的確かつ適切なコミュニケーションが行える人材を育

成する。

②コミュニケーション能力の向上

・収益に対する意識を高めるとともに、マネジメント能力を強化し、収益力増強に貢献できる

人材を育成する。

・ミドルに対するマネジメントの研修の充実等により、当行の将来を担う強いリーダーシップを

持った優秀な人材を育成する。

・多様な顧客ニーズに的確に対応するため、長期育成プランに基づき、事業取引、個人取

引、役務取引等の基本的な分野に対応できる人材を育成する。

・高度化してきている顧客ニーズに応えるため、高い商品企画力を有する人材、事業性評価

のできる目利き人材、ＩＴイノベーションに対応できる人材等のスペシャリスト型人材を育成す

る。

・多角的な収益確保のため、有価証券運用に通じた人材を計画的に育成する。

①実践力ある人材の育成
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2.経営戦略の具体② 【組織の強化】

・地方公共団体等と定期的な交流を行って情報共有を図り、地方創生に連携して取組む。

・地域活性化に貢献することで地域における当行の存在感を高め、地域と共存する。

・常に新しい情報発信に努めるとともに、情報の質・内容を充実する。

・社会貢献活動(CSR)に積極的に取組むことで、地域社会への関与を高める。
・最新の環境技術を備えた新本店の完成を機に、環境保護に積極的な銀行イメージ（グリー

ンバンク）の浸透に努める。

④企業イメージの向上

・実地訓練等や研修等を通じて、実効性の確保を図るとともに、新本店建築に伴う態勢の見

直しを行い、強固なものとする。

・システムの安定稼動を図るとともに、サイバーセキュリティ強化に努める。

・危機情報に係る内部報告システムの実効性を高める。

③危機管理態勢の充実

・高齢者等に対する適切な販売態勢や相談・苦情態勢等の充実を図り、安全で利便性の高

い金融サービスを提供する。

・振込詐欺被害の防止、偽造・盗難キャッシュカード被害の防止、反社会的勢力との関係遮

断等への積極的な対応に努める。

②社会的弱者・金融犯罪に

対する適切な対応

・法令等遵守管理態勢や顧客保護等管理態勢などの充実を図るとともに、コーポレートガバ

ナンスコードに則り、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定による経営を行う。

・ローコスト経営を徹底するため、物件費の聖域なき見直しを行う。

・時間管理の徹底により、効率的で生産性の高い取組みを行う。

①内部管理態勢の充実
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2.経営戦略の具体③ 【営業の強化】

・資産運用に係るコンサルティングセールス等の行内研修の充実、成功事例の活用を行う。ま

た、商品ラインナップの充実や顧客向けセミナーの強化により、顧客ニーズに的確に対応した

魅力ある商品・サービスを提供する。

・企業ニーズを踏まえて、ビジネスマッチングを積極的に推進する。

・役務取引に関するビジネスモデルを構築し、収益機会を拡大する。

④役務取引の対応強化

・消費者ローン・住宅ローンの増強を図るとともに、給与振込や年金振込の拡大や、資産運

用の推進等の総合取引を促進する。

・インターネット支店の設立、オムニチャネルの推進、商品内容の充実により、非対面取引を

強化する。

・既存媒体と、ＳＮＳ等の新たな媒体を併せたメディアミックスでのＰＲ・マーケティングを強化

する。

・全国からのネット定期預金による調達に努める。

③個人取引の対応強化

・グループ一体となった情報共有に基づくスピーディーなソリューションの提供により、収益向

上の支援を行い、地方創生に寄与する。

・企業のライフステージに応じた商品開発・提供を行う。

・成長業種に対する積極的な支援を行う。

・事業性評価に基づき、創業、販路開拓などの支援を行う。

②事業取引の対応強化

・各市場への人的資源配分の適正化、店舗網の再編等により、経営資源を集中投下する。

・松江営業センターの態勢について強化を図る。

・市場性を踏まえて、顧客ニーズを的確に捉えた商品・サービスを投下する。

・ＦｉｎＴｅｃｈの活用を検討する。

①経営資源の集中投下によ

る経営体制の強化
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2.経営戦略の具体④ 【財務の強化】

・規制の遵守と、リスクプロファイルを踏まえて、リスクとリターンの最適化を図るためのシス

テムを構築する。

・資本配賦の枠組みにおいて、各事業戦略に内在するリスクを的確に把握し、自己資本

の十分性を確保した上で、配賦した資本からのリターンを評価し、資本の効率性の向上を

図る。

・セグメント別や地域別の収益性や業務特性を把握して、リスク分析やストレス分析等に

活用する。

④統合的リスク管理の高度化

・分散投資やリスク・リターンのコントロールを通じた適切なポートフォリオ運営を行う。

・相場変動を捉えた機動的な売買により、運用収益の拡大を図る。

・保有する有価証券を活用した収益源の多様化を図る。

・今後の金利上昇リスクに備え、デュレーションの短期化等に努めるとともに、アクションプ

ランを策定する。

③有価証券の適切なポートフ

ォリオの構築

・再生支援や経営改善計画の策定支援に積極的に取組む。

・取引先の実態把握の徹底、途上管理の実効性向上、回収管理の強化等による不良債

権の新規発生の防止、自己査定の精度向上による償却・引当の最適化を図る。②信用コストの抑制

・安定的な利益計上による内部留保の積み上げに注力するとともに、必要に応じて増資

の検討・実施等、中長期的な視点に立った資本政策の運営に努める。

①自己資本の充実


